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２　編 成 方 針

⑴　予算編成の基本方針
　平成28年度農林水産予算の編成に当たっては、「農
林水産業・地域の活力創造プラン」に基づき、農林水
産業の成長産業化を促進し、美しく伝統ある農山漁村
を継承していくための施策の展開に必要な予算を重点
的に措置したところ。

⑵　主な重点事項
ア　水田フル活用の推進と経営所得安定対策
ａ　飼料用米、麦、大豆等の戦略作物の本作化を進
めるとともに、産地交付金により、多収品種の導
入、地域の特色のある魅力的な産品の産地の創造、
自主的な生産拡大を促す取組を支援

ｂ　麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ等
の畑作物を生産する認定農業者等の担い手に対
し、経営安定のための交付金を交付

ｃ　認定農業者等の担い手に対し、米、麦、大豆等
の収入が標準的収入額を下回った場合に、その差
額の９割を補塡（加入者と国が１対３の割合で負
担）

ｄ　気象の影響等により必要が生じた場合に、産地
が自主的に行う米の年間を通じた安定販売・需要
拡大等の取組を支援

ｅ　米を生産する農業者の経営安定のための交付金
を交付（29年産までの時限措置（30年産から廃止））

イ　強い農林水産業のための基盤づくり
ア　農林水産業の基盤整備（競争力強化・国土強靱
化）
ａ　農地の大区画化、老朽化した施設の改修等の
遅れがみられる中、農業の競争力強化や農村地
域の国土強靱化を図るため、農地集積の加速
化、農業の高付加価値化のための農地の大区画
化・汎用化や水路のパイプライン化、老朽化し
た農業水利施設の長寿命化・耐震化対策等を推
進

ｂ　農地中間管理機構による担い手への農地の集
積・集約化を推進するため、担い手への農地の
集積・集約化が行われ、又は基盤整備の実施に
より今後行われると見込まれる地域において、
区画拡大、暗渠排水等に加え、土壌改良をはじ
めとする借り手のニーズに対応した基盤整備を
支援

ｃ　国産材の安定供給体制を構築するとともに、
地球温暖化を防止するための間伐等の森林施業
や路網の整備を推進

ｄ　地震・集中豪雨等に対する山地防災力の強化
のため、荒廃山地の復旧・予防対策、津波に強
い海岸防災林の保全等を推進
ｅ　輸出拠点となる漁港の衛生管理対策や水産資
源回復対策、老朽化した漁港施設の長寿命化対
策や地震・津波対策、漁港機能の集約化・再活
用を推進
ｆ　地方の裁量によって実施する農林水産業の基
盤整備や農山漁村の防災・減災対策を支援

イ　農林水産関係施設整備
ａ　国産農畜産物の安定供給のため、生産から流
通までの強い農業づくりに必要な共同利用施設
の整備等を支援
ｂ　国産材の安定的・効率的な供給等を図るた
め、木材加工流通施設、木造公共建築物、高性
能林業機械の整備等を支援
ｃ　水産業の強化のための共同利用施設等の整
備、漁港・漁村における防災・減災対策の取組
等を支援
ｄ　火山の降灰被害に対応するための洗浄用機械
施設等の整備やこれと一体的に行う用水確保対
策等を支援

ウ　産地の構造改革の推進
ａ　需要が拡大している加工・業務用野菜の安定
生産・安定供給に必要な土壌・土層改良等の技
術導入や、青果物流通の合理化・効率化に必要
な新たな輸送システムの導入実証を支援
ｂ　次世代施設園芸の各地域への展開を促進する
ため、次世代施設園芸拠点における成果や取組
に関するセミナー等による情報発信、拠点にお
ける実践的な研修等を支援するとともに、拠点
で得られた知見を活用した次世代型園芸施設の
整備を支援
ｃ　国産シェア奪還と輸出拡大を図るため、低温
パッキングや日持ち性向上のための取組等を支
援するとともに、2016年トルコ国際園芸博覧会
に出展
ｄ　農業界と経済界が連携して行う先端モデル農
業の確立に向けた取組（低コスト生産技術体
系、ICTを活用した効率的生産体制の確立等）
を支援
ｅ　産地における人手不足を補うため、労働力の
募集・産地への派遣を一体的に行う仕組みや農
業サービス事業体・援農隊による労働力の提供
を円滑に行う仕組みの構築を支援

ウ　担い手への農地集積・集約化等による構造改革の
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推進
ア　農地中間管理機構による農地集積・集約化
ａ　担い手への農地集積・集約化等を加速化する
ため、農地中間管理機構の事業運営、農地の出
し手に対する協力金の交付等を支援（各都道府
県の基金から充当し、不足分を措置）

ｂ　農地中間管理機構による農地の借受け・貸付
けとの連携等により、農地の大区画化・汎用化
等を促進

ｃ　農地中間管理機構による担い手への農地の集
積・集約化を推進するため、担い手への農地の
集積・集約化が行われ、又は基盤整備の実施に
より今後行われると見込まれる地域において、
区画拡大、暗渠排水等に加え、土壌改良をはじ
めとする借り手のニーズに対応した基盤整備を
支援

ｄ　農地中間管理機構の活用等による改植やこれ
に伴う未収益期間に対する支援、園地整備等に
対する支援を実施

ｅ　荒廃農地を再生利用するための雑草・雑木除
去や土づくり等の取組を支援

イ　農業委員会の活動による農地利用の最適化
ａ　農地利用の最適化の推進のための農業委員会
の積極的な活動を支援

ｂ　遊休農地の所有者の利用意向調査、農地台帳
の情報更新・システム維持管理、農業委員等の
資質向上に向けた研修等を支援

ウ　多様な担い手の育成・確保
ａ　農業経営の法人化・集落営農の組織化の取組
を支援し、法人化の推進体制を整備するととも
に、農業経営の質の向上（農業法人等と他産業
での経験を有する人材とのマッチング等）を促
進

ｂ　就農前後の青年就農者・経営継承者への給付
金の給付、雇用就農を促進するための農業法人
での実践研修への支援のほか、就農後の相談体
制の整備、農業大学校・農業高校の新規学卒者
等を就農に結び付ける取組等への支援

ｃ　地域の中心経営体等に対し、農業用機械・施
設等の導入を支援

ｄ　収入保険制度の導入に向けた諸課題の検討を
進めるため、事業化調査等を実施

エ　畜産・酪農の競争力の強化
ア　畜産・酪農の生産力強化
ａ　性判別精液の評価精度の向上、繁殖機能の改
善等の研究開発を推進

イ　自給飼料の生産拡大 
ａ　濃厚飼料原料（イアコーン（子実、芯、穂皮
から成る雌穂）等）の増産、レンタカウを活用
した肉用繁殖牛等の放牧の推進、コントラク
ターの機能の高度化、エコフィードの増産等を
支援
ｂ　環境負荷軽減に取り組みつつ、飼料の二期
作・二毛作等を行う酪農家や、輸入粗飼料の使
用量を削減して飼料作付面積を拡大する酪農家
を支援
ｃ　離農農家の草地の円滑な継承を図るため、草
地改良と併せて行う施設用地確保のための離農
施設の撤去を支援するとともに、牧柵の除去等
の簡易な基盤整備等を推進

ウ　畜産・酪農経営安定対策の実施
ａ　畜種ごとの特性に応じて畜産・酪農経営の安
定を支援し、意欲ある生産者が経営の継続・発
展に取り組める環境を整備

オ　農林水産物・食品の高付加価値化等の推進
ア　６次産業化の推進
ａ　（株）農林漁業成長産業化支援機構を通じ、
生産・流通・加工等の産業間が連携した取組に
ついて、資本の提供と経営支援を一体的に実施
ｂ　農林漁業者と多様な事業者が連携して行う新
商品開発・販路開拓及び施設整備、プランナー
による事業者等に対するサポート体制の整備等
を支援

イ　医福食農など異業種との連携の推進
ａ　薬用作物等の産地形成を促進するため、栽培
技術の確立・普及を支援するとともに、相談窓
口の設置により、産地と漢方薬メーカーのマッ
チングを支援
ｂ　農林水産・食品分野での産学連携に加え、異
分野の人材とのマッチングの場を構築し、産学
連携の更なる強化を図り、革新的技術の研究開
発を促進
ｃ　GI（地理的表示保護制度）の登録申請・普
及啓発、GI 等を活用した地域産品のブランド
化を支援

カ　輸出の促進と日本食・食文化の魅力発信
ア　農林水産物・食品の輸出促進
ａ　国別・品目別輸出戦略の効果的な実施に向
け、輸出促進のため設置した司令塔（関係府省
庁、事業者団体等から構成される輸出戦略実行
委員会）の下、オールジャパンで輸出に取り組
む品目別輸出団体の育成、産地間連携の促進、
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輸出環境の整備等を実施
ｂ　事業者発掘から商談支援、輸出相談窓口のワ
ンストップ化、マーケティング拠点での販売促
進支援など、輸出に取り組む事業者を支援

ｃ　食のインフラシステムの輸出に向け、官民協
議会等を活用し、先進国も含め食産業の海外展
開先として有望な国・地域におけるフードバ
リューチェーン構築のための調査・取組を支援

ｄ　国際空港近辺における卸売市場の輸出拠点化
を推進するため、青果物・花き等について品質
を保持してスピーディーに輸出する手法等の調
査と拠点化構想の策定を支援

ｅ　輸出促進に必要となる家畜疾病に関する対策
を実施するとともに、輸出解禁に当たり必要と
なる国内の病害虫情報の収集等を実施

ｆ　国際的な取引にも通用し、生食・発酵食品を
含めた日本の食文化に適用しやすい日本発の食
品安全管理規格・認証スキームや、日本の農業
者が取り組みやすい日本発の輸出用GAPの推
進を支援

ｇ　国産農林水産物・食品の輸出を促進するた
め、トップセールス、日本産食材を積極的に活
用している海外レストランのネットワーク化等
による日本食・食文化の魅力を発信する取組を
支援

イ　日本食・食文化の魅力発信
ａ　和食文化の継承をはじめとした食育の推進を
図るとともに、地産地消の推進など国産農林水
産物の消費拡大に向けた取組を支援

ｂ　国産農林水産物・食品の輸出を促進するた
め、トップセールス、日本産食材を積極的に活
用している海外レストランのネットワーク化等
による日本食・食文化の魅力を発信する取組を
支援

ウ　食と農を活用したインバウンドの推進
ａ　日本食・食文化の魅力発信がインバウンド
（外国人の訪日）を促進し、それが更に日本の
食の評価を高める好循環を構築するため、食と
景観等が一体的な魅力を織りなす地域（食と農
の景勝地）を情報発信するとともに、飲食店等
の多言語対応等を支援

ｂ　外国人旅行者が国産農畜産物を持ち帰る際の
利便性を高めるため、直売所や道の駅などで購
入した農畜産物が動植物検疫を経て空港やク
ルーズ船の寄港地で受け取れる体制を整備

ｃ　国産農林水産物・食品の輸出を促進するた

め、トップセールス、日本産食材を積極的に活
用している海外レストランのネットワーク化等
による日本食・食文化の魅力を発信する取組を
支援
ｄ　GI（地理的表示保護制度）の登録申請・普
及啓発、GI 等を活用した地域産品のブランド
化を支援
ｅ　事業者発掘から商談支援、輸出相談窓口のワ
ンストップ化、マーケティング拠点での販売促
進支援など、輸出に取り組む事業者を支援
ｆ　農林漁業者と多様な事業者が連携して行う新
商品開発・販路開拓及び施設整備、プランナー
による事業者等に対するサポート体制の整備等
を支援

キ　品目別生産振興対策
ａ　生産者の経営安定を図るため、野菜の価格低
落時における生産者補給金の交付等を実施
ｂ　果樹について、農地中間管理機構の活用等に
よる改植やこれに伴う未収益期間に対する支
援、園地整備、計画生産・出荷等に対する支援
を実施するとともに、茶について、改植やこれ
に伴う未収益期間に対する支援、他作物への転
換に向けた茶園整理に対する支援を実施
ｃ　国内産糖と輸入糖との内外コスト差を調整
し、甘味資源作物生産者等の経営安定を図るた
めの交付金を交付するとともに、病害虫防除・
かん水など自然災害に対応した取組を支援
ｄ　畜種ごとの特性に応じて畜産・酪農経営の安
定を支援し、意欲ある生産者が経営の継続・発
展に取り組める環境を整備

ク　食の安全・消費者の信頼確保
ａ　鳥インフルエンザ、ジャガイモシロシストセ
ンチュウ、ミカンコミバエなど家畜の疾病・農
作物の病害虫の発生予防・まん延防止に係る取
組等を支援
ｂ　鳥インフルエンザなど家畜の疾病に対する発
生予防と万一の発生の場合のまん延防止対策を
実施
ｃ　悪質な産地偽装が後を絶たない中、効率的・
効果的な監視を実施するため、食品の科学的分
析等による原産地判別等を強化
ｄ　食品ロス削減に向けた優良事例の調査・分
析・周知などにより、食品ロス削減国民運動を
展開するとともに、外食産業における食品廃棄
物のリサイクルを推進

ケ　人口減少社会における農山漁村の活性化

─ 18 ─



第３章　農林水産関係予算

ア　日本型直接支払の実施
ａ　農業者等で構成される活動組織が農地を農地
として維持していくために行う地域活動や、地
域住民を含む活動組織が行う地域資源の質的向
上を図る活動に交付金を交付

ｂ　中山間地域等における農業生産条件の不利を
補正するため、条件不利地域での農業生産活動
を継続して行う農業者等に交付金を交付

ｃ　化学肥料及び農薬の５割低減の取組と合わせ
て、地球温暖化防止等に効果の高い営農活動を
行う農業者等に交付金を交付

イ　他省庁と連携した集落のネットワーク化、定住
の促進
ａ　離島における漁業集落の再生活動（漁場生産
力の向上等）を支援

ウ　都市と農山漁村の共生・対流等
ａ　都市と農山漁村の共生・対流の促進や地域の
活性化、薪炭・山菜など地域資源の活用等によ
る山村の活性化、定住・地域間交流を促進する
ための施設等の整備を支援

ｂ　都市農業の多様な機能の発揮を促進するた
め、国土交通省と連携し、都市農業に関する制
度の検討を実施するほか、都市農業の意義の周
知、災害時の避難地としての農地の活用、福祉
農園の開設を支援

エ　再生可能エネルギーの導入促進
ａ　再生可能エネルギー発電事業による収入を地
域の農林漁業の発展に活用する取組や農業水利
施設を活用した小水力発電等に係る調査設計等
を支援

ｂ　地域のバイオマスを活用した産業化等に必要
な施設整備等を支援

ｃ　木質バイオマスの利用促進を図るため、エネ
ルギー利用拡大に向けた全国的な調査、相談窓
口の設置、セルロースナノファイバー等のマテ
リアル利用の促進に向けた技術開発等を支援

オ　鳥獣被害防止対策の推進
ａ　鳥獣被害対策実施隊の増設・捕獲活動の実
施、侵入防止柵の設置、捕獲技術高度化施設や
処理加工施設の整備、ジビエ活用の推進等を支
援

ｂ　シカによる森林被害が深刻な地域において、
国と自治体の広域的な連携の下、シカの計画的
な捕獲・防除等を緊急的に支援

コ　林業の成長産業化・森林吸収源対策の推進
ａ　需要に応じた低コストで効率的な木材の生

産・供給を実現するため、間伐・路網整備や
CLT（直交集成板）等を製造する木材加工流
通施設、木質バイオマス関連施設、苗木生産施
設等の整備など地域の実情に応じた川上から川
下までの取組を総合的に支援
ｂ　施業集約化に向け、航空レーザーで取得した
森林情報の ICT活用による共有等を支援する
とともに、低コスト化や花粉症対策の推進のた
め、成長に優れた品種や花粉の少ない品種等を
対象として、採種園等の造成・改良、コンテナ
苗の生産技術研修を支援するほか、花粉症対策
苗木への植替えを促進
ｃ　中高層建築等に活用できるCLT・耐火部材
など新たな製品・技術の開発・普及の加速化、
地域材の利用拡大を支援
ｄ　違法伐採対策の体制整備に向け、関連情報の
収集・蓄積を図るほか、合法木材の普及を促進
ｅ　森林・山村の多面的機能の発揮を図るため、
地域における活動組織が実施する森林の保全管
理や森林資源の利用等の取組を支援
ｆ　林業への就業前の青年に対する給付金の給付
や、「緑の雇用」事業の拡充等による人材の育
成を支援
ｇ　国産材の安定供給体制を構築するとともに、
地球温暖化を防止するための間伐等の森林施業
や路網の整備を推進
ｈ　地震・集中豪雨等に対する山地防災力の強化
のため、荒廃山地の復旧・予防対策、津波に強
い海岸防災林の保全等を推進

サ　水産日本の復活
ａ　浜の活力再生プランの策定・着実な実行を推
進するとともに、漁業への就業前の青年に対す
る給付金を給付するほか、就業・定着促進等の
ための研修等を支援
ｂ　漁業者の理解を得る適切な資源管理を推進す
るため、資源評価の精度向上、漁船を活用した
データ収集の強化等に取り組むほか、漁場形
成・海況予測に関する情報を提供
ｃ　資源管理に取り組む漁業者に対する共済・積
立ぷらすを活用した収入安定対策、燃油や配合
飼料の価格上昇に対するコスト対策を実施する
とともに、高性能漁船の導入による収益性向上
等を支援
ｄ　HACCP認定の取得に向けた輸出環境の整
備、輸出水産物のトレーサビリティ導入に向け
たマニュアル作成、販売ニーズや産地情報等の
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共有化、流通促進のための機器の整備等を支援
ｅ　漁業者等が行う藻場・干潟の保全、海難救助
等の地域活動を支援するとともに、離島におけ
る漁業集落の再生活動を支援

ｆ　低魚粉配合飼料による養殖技術の確立・普及
等を支援するとともに、さけ・ますの種苗放流
手法の改良、シラスウナギの大量生産システム
の実証化、カワウ・外来魚の被害防止対策等を
支援

ｇ　調査捕鯨の安定的な実施を支援するととも
に、ICJ（国際司法裁判所）判決を踏まえた調
査計画に基づく鯨類捕獲調査を円滑かつ効果的
に実施するため、非致死的調査や妨害対策への
対応、国内外の研究機関との連携、調査捕鯨に
関する情報発信等を実施

ｈ　水産業の強化のための共同利用施設等の整
備、漁港・漁村における防災・減災対策の取組
等を支援

ｉ　輸出拠点となる漁港の衛生管理対策や水産資
源回復対策、老朽化した漁港施設の長寿命化対
策や地震・津波対策、漁港機能の集約化・再活
用を推進
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第２節　農林水産予算総括表

１　一般会計予算の主要経費別分類表
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２　一般会計予算所管別総括表
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３　東日本大震災復興特別会計歳出予算の主要経費別分類表
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４　東日本大震災復興特別会計歳出予算所管別総括表
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５　特別会計歳入歳出予算予定額表
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６　財政投融資資金計画表
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